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１．計画の基本的事項

(1) 計画の基本的な考え方 

団塊の世代が特に医療・介護需要の高い後期高齢者となる 2025 年を見据え、医療や介護

が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、効率的かつ

質の高い医療提供体制を構築するとともに、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ

スが身近な地域で包括的に確保される体制「地域包括ケアシステム」を構築する必要があ

る。 

 また、医療や介護の需要が高まる一方、生産年齢人口の急減により、これを支える人材

の確保が困難になることが見込まれるため、中長期的な視点も含めた医療・介護従事者等

の確保や養成を進める必要がある。 

 本計画は、こうした施策を効果的に推進するため、医療と介護の総合的な確保に関する

目標や、目標を達成するために必要な事業について定めるものである。

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

山形県における医療介護総合確保区域については、村山、最上、置賜、庄内の４区域と

する。

区域名 構 成 市 町 村

村山
山形市、寒河江市、上山市、村山市、天童市、東根市、尾花沢市、山辺町、

中山町、河北町、西川町、朝日町、大江町、大石田町

最上 新庄市、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村

置賜 米沢市、長井市、南陽市、高畠町、川西町、小国町、白鷹町、飯豊町

庄内 鶴岡市、酒田市、三川町、庄内町、遊佐町

 ２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる

(3) 計画の目標の設定等 

■山形県全体

１．目標

本県においては、人口当たりの医師数が全国平均を下回るなど医療従事者の確保が喫

緊の課題となっていることから、これらの課題解決を図るとともに、今後も要介護認定

者の増加が見込まれることを踏まえ、多様な介護ニーズに対応できる介護基盤を整備

し、高齢者が地域において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。
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 ①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標

  ・回復期病床等への転換などの改修を対象とした支援を行い、病床転換を促進する。

② 居宅等における医療の提供に関する目標

  ・精神障がい者の地域生活の継続と、再入院を防ぐための相談支援体制の強化及び日

中活動の場の対応の充実について支援する。

   １年未満の平均退院率 76％（平成 27 年度）

④ 医療従事者の確保に関する目標

・本県の人口当たりの医師数は、山形大学医学部を卒業した医師の県内定着等によ

り着実に増加しているものの、依然として全国平均を下回る状況にあることから、

県民が安心して暮らせる医療提供体制の整備を推進する。 

人口 10 万人対医師数：全国平均以上（R2 年） 

２．計画期間

  平成 27 年４月１日～令和３年３月 31 日

■村山区域

 【医療分】

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備、②居宅等における

医療の提供、④医療従事者の確保

⇒ 山形県全体の目標及び計画期間と同じ

■最上区域 

【医療分】

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備、②居宅等における

医療の提供、④医療従事者の確保

⇒ 山形県全体の目標及び計画期間と同じ

■置賜区域 

 【医療分】

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備、②居宅等における

医療の提供、④医療従事者の確保

⇒ 山形県全体の目標及び計画期間と同じ

■庄内区域 

【医療分】

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備、②居宅等における

医療の提供、④医療従事者の確保

⇒ 山形県全体の目標及び計画期間と同じ

(4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

【医療分】 

平成 26 年 10 月～平成 27 年１月  関係団体から事業ニーズや意見を聴取 

 平成 27 年２月 10 日   県医師会と協議 

 平成 27 年２月 19 日   県医師会をとりまとめ役とする関係団体打合せ会議を開催 

 平成 27 年３月 19 日   山形県保健医療推進協議会の開催 

 平成 27 年４月 24 日   市町村担当課長会議において説明 

【介護分】 

平成 27 年１月 26 日   山形県高齢者保健福祉推進委員会開催（基金事業の説明） 

平成27年２月10日まで 市町村及び上記委員会の構成団体へ提案事業及び意見を照会

平成27年２月23日   山形県介護職員サポートプログラム推進会議出席者より意見

聴取 

【医療分】

◆関係団体打ち合わせ会議名簿 

   座 長 山形県医師会副会長        中 目 千 之

       山形県医師会副会長        清 治 邦 夫

       山形県歯科医師会常務理事     斎 藤 純 一

       山形県薬剤師会専務理事      佐 藤   宏

       山形県薬剤師会事務局長      平 塚 純 雄

山形県看護協会常任理事      大 竹 久 子

山形県看護協会常任理事      井 上 栄 子

山形県看護協会理事        鈴 木 郁 子

日本精神科病院協会山形県支部長  横 川 弘 明

                           ※ 敬称略

（平成 27 年２月時点）

 ◆山形県保健医療推進協議会名簿 

   会 長 山形県医師会会長         德 永 正 靱

   副会長 山形県歯科医師会会長       石 黒 慶 一

       山形県薬剤師会常務理事      相 原 由 香

       山形県社会福祉協議会会長     青 山 永 策

       山形県食生活改善推進協議会副会長 荒 木 公 子

       山形県市長会会長（山形市長）   市 川 昭 男

       山形県地域包括・在宅介護支援

センター協議会副会長 大 江 祥 子
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      山形県訪問看護ステーション

連絡協議会副会長  岡 田 陽 子

       山形県消防長会会長        海 和 孝 幸

       山形県看護協会会長        川 村 良 子

       山形県病院協議会理事長      後 藤 敏 和

       ＮＰＯやまがた育児サークルランド

子育て支援コーディネーター 澤 村 千 明

       山形県町村会副会長（最上町長）  髙 橋 重 美

       山形県医師会副会長        中 目 千 之

       山形県立保健医療大学保健医療学部

准教授 沼 澤 さとみ

       山形大学医学部教授        細 矢 貴 亮

 山形県保険者協議会副会長     本 間 富美勝

       山形大学大学院教授        村 上 正 泰

       山形県栄養士会会員        矢 口 友 理

       山形県議会厚生環境常任委員長   山 科 朝 則

       山形県保健所長会副会長      山 田 敬 子

       日本精神科病院協会山形県支部長  横 川 弘 明

   ※ 会長、副会長、委員（五十音順）の順に記載。敬称略

（平成 27 年３月時点）

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価に当たっては、事業受託者など関係団体の意見と山形県保健医療推進協

議会の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを行いながら、計画を推進

していく。
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３．計画に基づき実施する事業 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 
設備の整備に関する事業 

  事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 
  事業区分４：医療従事者の確保に関する事業

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関す

る事業

事業名 【№１】 

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備事業 

【総事業費】

1,260,000 千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域
村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域

事業の実施主体 医療機関

事業の目標 効率的かつ質の高い医療提供体制の構築、地域における医療及び介護の

総合的な確保の推進 

回復期病床等への転換数 2,000 床（H31 年度）

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３２年３月３１日 

（回復期病床等への転換など、現状でも必要なもののみ対象とすることとし、地域医療構想が策

定された後、さらなる拡充を検討する。）

事業の内容 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域において総合的に確保するた

め、病床の機能分化、連携を推進するための施設・設備の整備に対する支援を行う。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

1,260,000

千円

基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 280,000

千円

基金 国（Ａ） 420,000

千円

都道府県

（Ｂ）

210,000

千円

民 140,000

千円

計（Ａ＋Ｂ） 630,000

千円

うち受託事業等

（再掲）(千円) 
その他（Ｃ） 630,000

千円

備考 年度毎の支出見込み額（H27:126,000千円、H28:126,000千円、H29:126,000

千円、H30:126,000 千円、H31:126,000 千円） 

 (２) 事業の実施状況 
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 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【№２】 

高齢者救急等に係る救急救命体制の整備促進 

【総事業費】

198 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県、医療機関、消防機関 

事業の目標 救急要請から医療機関への収容までに３０分以上要した割合（ドクター

ヘリ搭乗医による治療開始を含む。日中の重傷事案（転院搬送を除く。）

 66.6％（H23 年度）→59％（H28 年度） 

講習会参加者数 

32 人（H27 年度） 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 基礎疾患を有する高齢者等が在宅で発症した際、迅速で適切な病院前

救護が提供できるよう、医療機関や消防機関などの地域の関係機関と連

携し、技能向上のための研修会を行う。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

198 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 132 千円

基金 国（Ａ） 132 千円

都道府県

（Ｂ）

66 千円 民 (千円) 

計

（Ａ＋Ｂ）

198 千円 うち受託事業等 

（再掲） 

(千円)その他（Ｃ） (千円)

備考

(２) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 【No.３】 

精神障がい者の早期退院・地域定着の支援

【総事業費】

16,206 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域

事業の実施

主体

山形県精神保健福祉士協会

事業の目標 精神科病院在院期間１年以上の長期在院者数 

 1,905 人（H24 年度）→1,562 人（H27 年度） 

相談支援事業所、就労継続支援事業所の研修会参加事業所数

 189 事業所（H27 年度）

事業の期間 平成２７年９月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容  精神科病院を退院した精神障がい者の地域生活を継続させ、再入院を

防ぐための相談支援体制の強化及び日中活動の場の対応の充実を支援す

る。また、発達障がい児が適応障害や強迫性障害などの精神症状を引き

起こし医療機関に入院に至ることを防止するため、就学前段階から発達

障がい児に対する適切かつ専門的支援による社会適応力の向上及び家族

支援による養育環境の改善を図る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

16,206 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基金 国（Ａ） 10,804 千円

都道府県

（Ｂ）

5,402 千円 民 10,804 千円

計（Ａ＋Ｂ） 16,206 千円 うち受託事業等

（再掲） 

10,804 千円

その他（Ｃ） (千円)

備考

(２) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.４】

在宅歯科医療の実施に係る拠点・支援体制の整備事業 

【総事業費】

4,957 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県、山形県歯科医師会 

事業の目標 在宅歯科診療所数 

 349 か所（H26 年度）→358 か所（H27 年度末） 

在宅歯科医療連携室の設置・運営 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 歯科医師１名が常駐する在宅歯科医療連携室を設置し、在宅歯科医療

の推進及び他分野との連携体制の構築に資する以下の業務を行う。 

・医科・介護等との連携・調整窓口 

・在宅歯科医療希望者の窓口 

・在宅歯科医療や口腔ケア指導等を実施する歯科診療所の紹介 

・在宅歯科医療機器の貸出し 

・在宅歯科医療に関する広報 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

4,957 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 千円

基金 国（Ａ） 3,305 千円

都道府県

（Ｂ）

1,652 千円 民 3,305 千円

計（Ａ＋Ｂ） 4,957 千円 うち受託事業 

（再掲） 

3,305 千円

その他（Ｃ） 千円

備考

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.５】

在宅歯科医療を実施するための設備整備事業 

【総事業費】

3,721 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県、歯科診療所 

事業の目標 在宅歯科診療所数 

 349 か所（H26 年度）→358 か所（H27 年度末） 

在宅歯科診療を実施する診療所への補助 

 １か所（H27 年度） 

在宅療養支援歯科診療所数 134 か所（H29 年度）→ 160 か所（R5 年度）

在宅歯科診療を実施する診療所への補助 12 か所（R2 年度）

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

令和２年４月１日～令和３年３月 31 日 

事業の内容  厚生労働省が開催する「歯の健康力推進歯科医師等養成講習会」を終

了した歯科医師が常勤する歯科診療所に対して、在宅歯科診療を実施す

るために必要となる医療機器等の初度設備に要する経費の一部を補助す

る。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

3,721 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 千円

基金 国（Ａ） 1,762 千円

都道府県

（Ｂ）

881 千円 民 1,762 千円

計（Ａ＋Ｂ） 2,643 千円 うち受託事業 

（再掲） 

千円

その他（Ｃ） 1,078 千円

備考 基金所要見込み H27：2,156 千円、R2：487 千円 

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【№６】 

在宅医療推進協議会の設置・運営 

【総事業費】 

0 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県・県医師会 

事業の目標 訪問診療を受けた患者数 

61,428 人（H27 年）→ 64,000 人（H29 年） 

訪問診療の実施件数 

7,497 件/月（H26 年度）→ 8,017 件/月（H32 年度） 

在宅医療推進協議会の開催回数 １回（H30 年度末） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３１年３月３１日 

事業の内容 県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療関係者等で構成する多職種協働

による在宅医療推進協議会を設置する。

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

0 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 0 千円

基金 国（Ａ） 0 千円

都道府県 

（Ｂ） 

0 千円 民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） 0 千円 うち受託事業

等（再掲）（注

２） 

(千円)
その他（Ｃ） 0 千円

備考（注３） （H29:0 千円、H30：0 千円） 

(２) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【№７】 

在宅医療の人材育成基盤を整備するための研修の実施 

【総事業費】

243 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県 

事業の目標 脳疾患を呈する傷病者接触から医療機関への収容までに30分以上要した割合の

縮減   平成 27 年：32.4％ ⇒ 平成 29 年：30.0％ 

脳卒中病院前救護コース講習会受講者数：32 人 

事業の期間 平成 29 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

事業の内容 在宅療養中の急変時の対応において、迅速かつ適切な病院前救護が提供できる

よう、医療機関を始めとする地域の関係機関と連携し、技能向上のための講習

会を実施し、在宅医療の推進に資する。

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

243 千円 基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  162 千円

基金 国（Ａ） 162 千円

都道府県 

（Ｂ） 

81 千円 民 0 千円

計（Ａ＋Ｂ） 243 千円 うち受託事業等（再掲）

（注２）

0 千円その他（Ｃ） 0 千円

備考（注３） （H29：243 千円）

(２) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.８】

地域医療支援センター運営事業

【総事業費】

181,054 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域

事業の実施

主体

山形県、医療機関

事業の目標 人口 10 万人対医師数 

 225.5 人（全国 237.8 人）（H24）→全国平均以上（R2 年） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

平成３１年４月１日～令和２年３月３１日

事業の内容 地域医療支援センターを設置し、センターのもと、医師修学資金の貸

与、地域医療実習受入事業、各種ガイダンス実施による医学生の本県へ

の誘導などに取組み、本県の医師確保対策を推進する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

181,054 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 45,106 千円

基金 国（Ａ） 45,106 千円

都道府県

（Ｂ）

22,554 千円 民 (千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 67,660 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) 
その他（Ｃ） 113,394 千円

備考（注３） 基金所要見込み（H27：63,897 千円、R1：3,763 千円）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【No.９】

産科医等の処遇改善事業

【総事業費】

36,604 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域

事業の実施

主体

医療機関

事業の目標 人口 10 万人対医師数 

 225.5 人（全国 237.8 人）（H24）→全国平均以上（H28 年） 

分娩手当を支給する医療機関数

11 機関

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 産科医等に分娩手当を支給する医療機関に対して、財政的援助を行う

ことにより、産科医等の処遇改善を推進する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

36,604 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 5,307 千円

基金 国（Ａ） 6,353 千円

都道府県

（Ｂ）

3,177 千円 民 1,046 千円

計（Ａ＋Ｂ） 9,530 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

その他（Ｃ） 27,074 千円

備考（注３）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.10】 

新生児担当医処遇改善事業 

【総事業費】

2,140 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 人口 10 万人対医師数 

 225.5 人（全国 237.8 人）（H24）→全国平均以上（H26 年） 

新生児担当医の処遇改善病院数 

 3 病院（H27 年度） 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 医療機関が行う、新生児担当医手当等（就業規則等に規定）を支給し

新生児医療担当医の処遇を改善する取組みに係る経費について財政的支

援を行うもの。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

2,140 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１）

公 (千円)

基金 国（Ａ） 475 千円

都道府県 

（Ｂ）

238 千円 民 475 千円

計 

（Ａ＋Ｂ）

713 千円 うち受託事業等 

（再掲） 

(千円)その他（Ｃ） 1,427 千円

備考  

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№11】 

周産期医療に従事する医師、看護師等の資質の向上を図る

ための研修 

【総事業費】

841 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県、山形大学、山形県産婦人科医会、医療機関 

事業の目標 新生児死亡率 1.4 人（H26～28 年の平均）→0.9 人（H32 年） 

研修会等実施回数：７回、研修への延べ参加者数：２３０名（H30 年度）

事業の期間 平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日 

事業の内容 ハイリスク分娩への医療技術、資質向上を図るため、医師、助産師、

救急救命士等に対し、周産期医療に関する最新の治療方法や対処方法等

について、それぞれの役割に応じた教育・研修を行う。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

841 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 107(千円)

基金 国（Ａ） 560 千円

都道府県

（Ｂ）

281 千円 民 453 千円

計

（Ａ＋Ｂ）

841 千円 うち受託事業等 

（再掲） 

453 千円その他（Ｃ） (千円)

備考

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり
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 (1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№12】 

救急や内科をはじめとする小児科以外の医師等を対象と

した小児救急に関する研修の実施 

【総事業費】

1,699 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県、地区医師会 

事業の目標 小児科標榜医の割合（15 歳未満人口 10 万人対小児科医数） 

 94.2 人（H22 年度）→104.5 以上（H30 年度） 

研修参加者数 

170 人（H30 年度） 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 31 年３月 31 日 

事業の内容 地域医師会等において、地域の小児救急医療体制の補強及び質の向上

を図るため、地域の救急医や内科医等の医療従事者を対象とした小児救

急に関する研修の実施を支援する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

1,699 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基金 国（Ａ） 1,132 千円

都道府県

（Ｂ）

567 千円 民 1,132 千円

計

（Ａ＋Ｂ）

1,699 千円 うち受託事業等 

（再掲） 

1,132 千円その他（Ｃ） (千円)

備考 （H27：846 千円、H28：325 千円、H30：528 千円） 

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり



17 

  (1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【№13】 

女性医師サポート事業 

【総事業費】 

9,936 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県、県医師会 

事業の目標 人口 10 万人対医師数 

 225.5 人（全国 237.8 人）（H24）→全国平均以上（H28 年） 

女性医師支援ステーションの設置

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

事業の内容  女性医師の就業継続を総合的に支援する女性医師支援ステーションを

設置し、女性医師からの相談対応や女性医師向けの情報提供を実施する。

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

9,936 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基金 国（Ａ） 6,624 千円

都道府県 

（Ｂ）

3,312 千円 民 6,624 千円

計（Ａ＋Ｂ） 9,936 千円 うち受託事業等

（再掲） 

6,624 千円

その他（Ｃ） (千円)

備考 （H27：5,182 千円、H28：4,754 千円） 

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.14】 

歯科衛生士の確保対策事業 

【総事業費】 

450 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県、山形県歯科医師会 

事業の目標 研修を受けた歯科衛生士数 

 ０人 →50 人（H27 年度） 

歯科衛生士養成研修会の開催 

 １回（H27 年度） 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 臨床の現場を離れた歯科衛生士の復職支援と訪問歯科診療ができる歯

科衛生士を養成するための研修会を実施し、歯科衛生士の確保対策を推

進する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

450 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 千円

基金 国（Ａ） 300 千円

都道府県

（Ｂ）

150 千円 民 300 千円

計（Ａ＋Ｂ） 450 千円 うち受託事業 

（再掲） 

300 千円

その他（Ｃ） 千円

備考

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№15】 

新人看護職員資質向上研修事業 

【総事業費】

31,900 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

各医療機関、県看護協会 

事業の目標 新人看護師離職率の低下 

 6.3％（H23 年度）→２％台（H27 年度） 

県内医療機関における新人採用者に対する確実な研修の実施 

 28 医療機関（H27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 ・新人看護職員研修を実施する病院等への研修経費の助成 

・各病院等における新人看護職員研修担当者の質の向上を図るため、

『新人看護職員研修担当者研修』を開催する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

31,900 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 5,616 千円

基金 国（Ａ） 9,183 千円

都道府県 

（Ｂ）

4,592 千円 民 3,567 千円

計（Ａ＋Ｂ） 13,775 千円 うち受託事業等

（再掲） 

529 千円

その他（Ｃ） 18,125 千円

備考

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。



20 

 (1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№16】
中堅看護職員資質向上研修事業 

【総事業費】

7,652 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

各医療機関、県看護協会 

事業の目標 認定看護師資格取得者総数の増加 

 97 人（H23 年度）→300 人（H27 年度） 

認定看護師資格研修受講者の増加  

 21 人（H26 年度）→30 人（H27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 ・看護師等の人材育成に取組む病院等に対し、所属職員の認定看護師

教育課程受講などに要する経費を助成する。 

・災害発生時において派遣する災害支援ナースの登録者増加のための広

報活動と、スキルアップのための研修会を実施する。 

・看護実習指導者講習会を修了し、各施設において看護実習指導の任

にあたる者を対象とした継続研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

7,652 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 4,357 千円

基金 国（Ａ） 5,101 千円

都道府県 

（Ｂ）

2,551 千円 民 744 千円

計（Ａ＋Ｂ） 7,652 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

296 千円

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№.17】 

看護管理者研修事業 

【総事業費】

2,573 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

県看護協会 

事業の目標 看護学生県内定着率の向上 

 61.5％（H23 年度）→70％台（H27 年度） 

実習指導者講習会修了者の増加 

 36 人（H26 年度）→40 人（H27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 病院等の看護実習施設における実習指導者を養成するため、『看護実

習指導者講習会』を開催する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

2,573 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 1,715 千円

都道府県

（Ｂ）

858 千円 民 1,715 千円

計（Ａ＋Ｂ） 2,573 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

1,715 千円

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.18】 

看護師確保推進事業 

【総事業費】

3,636 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県、県看護協会 

事業の目標 ナースセンター登録者の再就業率向上 

 34.0％（H23 年度）→40.0％台（H29 年度） 

潜在看護師復職研修受講者数 

 19 人（H26 年度）→25 人（H28 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内容 ・『山形方式・看護師等生涯サポートプログラム』の効果検証等を行う

ため、『看護師等確保対策推進会議』の開催及び県内病院看護部長・

総看護師長等によるグループワークの開催

・委託先である県看護協会において、再就業を希望する潜在看護師等を

臨時職員として雇用し、希望する施設において最新の看護に関する

知識及び技術を修得させ、職場復帰を容易にするための臨床実務研

修を受講させる。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

3,636 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 632 千円

基金 国（Ａ） 2,424 千円

都道府県

（Ｂ）

1,212 千円 民 1,792 千円

計（Ａ＋Ｂ） 3,636 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

1,792 千円

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３） （H27：2,052 千円、H28：1,584 千円）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№19】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費】

80,268 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

各民間立看護師等養成所 

事業の目標 看護学生県内定着率の向上 

 61.5％（H23 年度）→70％台（H27 年度） 

県内民間立養成所への補助 

 ４件（H26 年度）→５件（H27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 医療法人、民法法人等が行う看護師等養成所（学校教育法第１条に規

定する学校は除く）の運営事業に対して補助する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

80,268 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 7,619 千円

基金 国（Ａ） 53,512 千円

都道府県

（Ｂ）

26,756 千円 民 45,893 千円

計（Ａ＋Ｂ） 80,268 千円 うち受託事業等

（再掲）

(千円) 
その他（Ｃ） (千円) 

備考

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№.20】 

看護職員Ｕターン促進事業 

【総事業費】

93 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県 

事業の目標 看護学生県内定着率の向上 

 61.5％（H23 年度）→70％台（H27 年度） 

県外就業者に対する県内医療情報提供者数 

 108 名（H26 年度）→120 名（H27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 県外に進学した本県出身者に対し、進学先の看護師等学校養成所を

通じて本県の看護情報を提供する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

93 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 62 千円

基金 国（Ａ） 62 千円

都道府県

（Ｂ）

31 千円 民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） 93 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円) 
その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21】 

看護職員県内定着推進事業 

【総事業費】

69,506 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県、県看護協会 

事業の目標 看護学生県内定着率の向上 

 61.5％（H23 年度）→70％台（H29 年度） 

地域医療体験セミナーの実施学校数 

  10 校（H28 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内容 ・県内外の看護学校生を対象とした県内病院の職場説明会や地域医療体験

セミナーなどを中心とした教育支援を行う。 

・退職者及び退職予定者等に対し、専門職としての資格を活かしたライフ

ワークの説明及び就業相談を実施する。 

・普及啓発イベント及び学校への出前事業を行い、看護職やナースセンタ

ー事業への理解促進を図る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

69,506 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 34,262 千円

基金 国（Ａ） 46,337 千円

都道府県

（Ｂ）

23,169 千円 民 12,075 千円

計（Ａ＋Ｂ） 69,506 千円 うち受託事業等 

（再掲）（注２）

12,075 千円
その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） （H27：17,995 千円、H28：51,511 千円） 

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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  (1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№.22】 

看護職員就労環境改善事業 

【総事業費】

76,780 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

各医療機関、県看護協会 

事業の目標 新人看護師離職率の低下 

 6.3％（H23 年度）→２％台（H27 年度） 

院内保育所設置施設への補助 

 12 件（H26 年度）→13 件（H27 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 ・院内保育施設を設置している病院等に対し、その運営に要する経費に

助成する。 

・医療機関を対象としたワークショップを開催し、ワークライフバラン

スに対する雇用主側の理解を図り、個々の医療機関のアクションプラン

策定を支援する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

76,780 千円 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注１） 

公 2,253 千円

基金 国（Ａ） 32,767 千円

都道府県

（Ｂ）

16,384 千円 民 30,514 千円

計（Ａ＋Ｂ） 49,151 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

563 千円

その他（Ｃ） 27,629 千円

備考（注３）

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。



27 

 （1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№23】 

勤務環境改善支援事業 

【総事業費】

304 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体

山形県 

事業の目標 新人看護師離職率の低下 

 6.3％（H23 年度）→２％台（H27 年度） 

医療勤務環境改善支援センターパンフレットの作成および配布 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日

事業の内容 県内医療機関の勤務環境改善の取組みを支援する、山形県医療勤務環

境改善支援センターの運営 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

304 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

公 203 千円

基金 国（Ａ） 203 千円

都道府県

（Ｂ）

101 千円 民 (千円)

計（Ａ＋Ｂ） 304 千円 うち受託事業等

（再掲） 

(千円)

その他（Ｃ） (千円) 

備考

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№24】 

休日・夜間の小児救急医療体制の整備 

【総事業費】

28,328 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

医療機関 

事業の目標 小児科標榜医の割合（15 歳未満人口 10 万人対小児科医数） 

 94.2 人（H22 年度）→全国平均以上（H27 年度） 

休日・夜間の小児救急医療体制の整備 

常勤（土日祝日）：１病院 

オンコール：８病院 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 28 年３月 31 日 

事業の内容 小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が輪番制方

式若しくは共同利用型方式により、又は複数の二次医療圏による広域を対

象に小児患者を受け入れることにより、休日・夜間の小児救急医療体制を

整備するために必要な医師、看護師等の医療従事者の確保に必要な経費及

び「小児救急医療拠点病院」の運営に必要な経費に対する支援を行う。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

28,328 千円 基金充当

額

（国費）

における

公民の別

公 11,574 千円

基金 国（Ａ） 11,574 千円

都道府県

（Ｂ）

5,787 千円 民 (千円)

計

（Ａ＋Ｂ）

17,361 千円 うち受託事業等 

（再掲） 

(千円)その他（Ｃ） 10,967 千円

備考  

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№25】 

電話による小児患者の相談体制の整備 

【総事業費】

32,749 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県、山形県医師会 

事業の目標 二次・三次救急医療機関を受診する軽症患者数の割合 

 83.8％（H23 年度）→80.9％（H27 年度）→80.4％（H29 年度） 

相談件数 

 3,650 件（H27 年度）、4,400 件（H29 年度） 

事業の期間 平成 27 年４月１日～平成 30 年３月 31 日 

事業の内容 地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、全国ど

こでも患者の症状に応じた適切な医療が受けられるようにすることを通

じ、小児科医の負担を軽減するため、地域の小児科医等による夜間の小児

患者の保護者等向けの電話相談体制を整備するための経費に対する支援

を行う。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

32,749 千円 基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

公 (千円)

基金 国（Ａ） 21,832 千円

都道府県

（Ｂ）

10,917 千円 民 21,832 千円

計

（Ａ＋Ｂ）

32,749 千円 うち受託事業等 

（再掲） 

21,832 千円その他（Ｃ） (千円)
備考 年度の支出見込み額（H27：10,309 千円、H29：22,440 千円） 

(２) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業

事業名 【№26】 

看護職員が都道府県内に定着するための支援 

【総事業費】

12,752 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山地域、最上地域、置賜地域、庄内地域 

事業の実施

主体 

山形県、県看護協会 

事業の目標 看護学生県内定着率 67.5%（平成 28 年度末卒業生） 

→70%（平成 29 年度末卒業生）

県内病院等職場説明会への参加人数 300 名 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 ・県内看護学校生および中高生、県外看護学校に在籍する県出身者、再就業希

望者を対象として県内病院の職場説明会を開催する。 

・看護職員への興味を啓発するイベントの実施及び学校への出前事業を行い、

看護職や県内就業への理解促進を図る。 

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

12,752 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１）

公  448 千円

基金 国（Ａ） 8,502 千円

都道府県 

（Ｂ） 

4,250 千円 民 8,054 千円

計（Ａ＋Ｂ） 12,752 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

8,054 千円

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 年度の支出見込み額（H29：12,752 千円）

(２) 事業の実施状況 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【№27】 

災害時医療提供体制推進事業 

【総事業費】

2,060 千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県 

事業の目標 〇チーム医療体制の整備 

○ＤＭＡＴチーム数 23 チーム（H28 年度）→25 チーム（H29 年度） 

〇チーム医療体制推進会議の開催：５回（H29 年度） 

〇研修会参加者数：30 人（H29 年度） 

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 災害時医療従事者の人材育成・資質向上とチーム医療を推進するため、全県及

び２次医療圏ごとに、医療従事者、救助関係者や行政職員によるチーム医療体

制推進会議を開催し、体制を整備するとともに、災害医療研修会等を開催する

ことにより、体制の充実を図る。

事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,060 千円 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,373 千円

基金 国（Ａ） 1,373 千円

都道府県 

（Ｂ） 

687 千円 民 (千円)

0

計（Ａ＋Ｂ） 2,060 千円 うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)

0その他（Ｃ） 0 千円

備考（注３）

(２) 事業の実施状況 
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 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業）

 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業

事業名 【No.1（介護分）】 

社会福祉施設整備補助事業費（老人福祉施設）

【総事業費】

2,450,736  

2,450,425千円

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 
村山区域・置賜区域

事業の実施主体 
山形県 

事業の目標 ・地域の実情や利用者のニーズに応じた適時・適切な介護サービスの提

供を行う基盤の強化 

・地域密着型介護老人福祉施設1,264床(47カ所)→1,438床(53カ所) 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   5カ所 → 16カ所 

・小規模多機能型居宅介護事業所 

 2,534人／月分（103カ所） →2,675人／月分（108カ所） 

・認知症高齢者グループホーム2,118人(127カ所)→2,334人(139カ所) 

・認知症対応型デイサービスセンター  70カ所 → 72カ所 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所100人(4カ所)→419人(15カ所) 

・介護予防拠点  19カ所 → 20カ所 

事業の期間 平成27年４月１日～令和３年３月31日 

事業の内容  ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム 174床(６カ所) 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 11カ所 

 小規模多機能型居宅介護事業所 141人/月分(5カ所) 

 認知症高齢者グループホーム 216人(12カ所) 

 認知症対応型デイサービスセンター 2カ所 

 看護小規模多機能型居宅介護事業所 319人(11カ所) 

 介護予防拠点  1カ所 

 ② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。

事業に要す

る費用の額 
事業内容 

総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

（注１）

基金 その他 
（Ｃ） 
（注２）国（Ａ） 都道府県（Ｂ）
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①地域密着型サービ

ス施設等の整備 

(千円)

499,253

498,942

(千円)

332,835

332,628

(千円)

166,418

166,314

(千円)

②施設等の開設・設

置に必要な準備経費 

(千円)

226,612

(千円)

151,074

(千円)

75,538

(千円)

③介護保険施設等の整

備に必要な定期借地権

設定のための一時金

(千円) (千円) (千円) (千円)

④介護サービスの改善を図

るための既存施設等の改修
(千円) (千円) (千円) (千円)

金額
総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円) 

725,865 

725,554 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４）

公 (千円)

基
金

国（Ａ）

(千円) 

483,909

483,702

都道府県（Ｂ）

(千円) 

241,956

241,852

民 (千円)

483,909

483,702
うち受託事業等

（再掲）

(千円)

483,909

483,702

計（Ａ＋Ｂ）

(千円) 

725,865

725,554

その他（Ｃ） (千円)

備考（注５） H27年度基金所用見込額 358,676千円 
H28年度基金所要見込額 607,280千円 （うちH27補正分 240,402千円） 
 H29年度基金所要見込額  10,290千円 （うちH27補正分  10,290千円） 
H30年度基金所要見込額  93,936千円 （うちH27補正分  93,936千円） 
 H31年度基金所要見込額 216,751千円 （うちH27補正分 216,440千円） 
R2年度基金所要見込額  434,658千円 （うちH27補正分 434,658千円）

H27補正分

（地域介護

対策支援臨

時特例交付

金）での基金

造成額 

事業内容 
基金（地域介護対策支援臨時特例交付金分） 

国
（Ａ）

都道府県
（Ｂ）

合計
（Ａ＋Ｂ）

H27年度事業への

充当額（Ｃ）

残額
（Ｄ） 

①地域密着型
サービス施設
等の整備（注１）

(千円)

906,475

(千円)

453,237

(千円)

1,359,712

(千円)

0

(千円)

1,359,712

②施設等の開
設・設置に必要
な準備経費 

(千円)

243,439

(千円)

121,720

(千円)

365,159

(千円)

0

(千円)

365,159

③介護保険施設
等の整備に必要な
定期借地権設定の
ための一時金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

金額合計 

(千円)

1,149,914

(千円)

574,957

(千円)

1,724,871

(千円)

0

(千円)

1,724,871

（注１）「介護施設等の合築等」及び「空き家を活用した整備」を含む。 
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 (２) 事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）基盤整備 

 （中項目）基盤整備 

 （小項目）介護人材確保対策連携強化事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保対策連携協働推進事業 

【総事業費】

1,076千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施主体 
山形県 

事業の目標 ・関係機関の連携・協働による介護現場の課題解決に向けた取組みの強

化 

・介護労働者実態調査の回収率：６０％（平成２７年度） 

・推進会議２回／年、検討会３回開催（平成２８年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

事業の内容 ①介護人材確保対策を推進するため、関係機関・団体等と役割分担及び

連携・協働を行う推進会議を運営する。 

②今後の施策に反映させるため、介護労働者の実態調査を行う。 

③介護プロフェッショナルキャリア段位制度の導入や、今後介護職員等

が備えるべきスキル及びその習得に向けた方策について、検討会を立

ち上げ、その結果を来年度以降の取組に反映させる。 

事業に要する費

用の額 

金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

1,076

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

717 

基
金

国（Ａ） (千円)

717

民 (千円)

都道府県（Ｂ） (千円)

359

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,076

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度703千円、平成28年度373千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場体

験事業 

多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

介護人材確保等事業 

【総事業費】 

12,227千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
山形県（介護サービス事業者団体、職能団体、社会福祉法人等への助成） 

事業の目標 ・人手不足を感じる介護事業所の割合 50.7％（H25）→45％以下（H27） 

・介護人材確保に向けた事業に取り組む団体等の数 ８（H26）→10（H27）

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日 

事業の内容 介護職員の育成・確保、定着・離職防止、イメージアップ、介護技術・知識

の向上及び雇用環境の改善等を目的とした企画提案を関係団体等から公募し、

優良な提案に対する助成事業を実施する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

12,227(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） 8,151(千円) 民 8,151(千円)

都道府県（Ｂ） 4,076(千円) うち受託事業等（再

掲）（注２）

8,151(千円)計（Ａ＋Ｂ） 12,227(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事

業 

事業名 【№４（介護分）】介護のお仕事プロモーション事業 【総事業費】 

9,299千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山地域、最上地域、置賜地域、庄内地域 

事業の実施

主体 

山形県（介護サービス事業者団体、職能団体、社会福祉法人、市町村等への

助成） 

事業の目標 介護及び介護職に対する理解促進、興味関心の向上に取組む団体の数 5 

（各年度）

事業の期間 平成28年4月1日～令和２年３月31日 

事業の内容 ・介護業務に興味を持つ人や就業希望者に対する介護現場体験 

・若年層に対する介護及び介護職の情報発信 

・県民（地域住民）に対する、実践している介護サービスの内容の発信 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

9,299

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

2,064

基
金

国（Ａ） (千円)

6,199

民 (千円) 

4,135

都道府県（Ｂ）  (千円) 

3,100

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

4,135

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

9,299

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度 1,567千円、平成29年度7,732千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 



38 

（1） 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）助け合いによる生活支援の担い手の養成事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

生活支援・介護サポーター養成事業 

【総事業費】

500千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域 

事業の実施

主体 
市町村、市町村社会福祉協議会 

事業の目標 ・住民主体のサービスの担い手の養成人数       20人（H27年度） 

・養成講座の開催回数                ６回（H27年度） 

事業の期間 平成27年10月１日～平成28年３月31日 

事業の内容 住民の主体性に基づき運営される住民参加型サービス等の担い手となる

生活支援・介護サポーターを養成するための講座を開催する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

500(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 333(千円)

基
金

国（Ａ） 333(千円) 民 (千円)

都道府県（Ｂ） 167(千円) うち受託事業 

（再掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ） 500(千円)

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機

能強化事業 

事業名 【No.６（介護分）】介護職員相談窓口委託事業 【総事業費】 

     6,791千円 

5,450千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（社会福祉法人山形県社会福祉協議会に委託）H27年度 

山形県（プロポーザル方式による委託）H28～H29 年度 

事業の目標 ・介護職員等の離職率 11.9％（H25年度） → 10％未満（H27年度） 

・介護職員相談窓口における相談件数 150件 

・専門家派遣10回、窓口相談50回、出張相談20回（H28・H29年度） 

事業の期間           令和２年３月３１日

平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 介護職員が何でも気軽に相談できる窓口を設置することで離職防止を図

る。 

（１）事業内容 

介護職員相談窓口を業務委託により設置する。受託者は下記の相談方法

による相談を受けるとともに、内容等により他の相談窓口を紹介する。 

（２）相談方法 

①窓口による相談 

週１日以上、窓口に相談員（社会福祉士や産業カウンセラーなどの有資

格者）を配置し、相談に対応する。 

②電話による相談 

週５日の平日：相談員が携帯電話等で対応する。 

③電子メールによる相談：２４時間対応 

④出張相談：必要に応じて、出張による相談を行う。 

⑤専門家による相談 

  必要に応じて、弁護士や社会保険労務士、心理カウンセラーなどの専

門家による相談を行う。 
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事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

6,7915,450 

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

4,5273,633 

民 (千円)

4,5273,633

都道府県（Ｂ） (千円)

2,2641,817

うち受託事業等 

（再掲）（注２）

(千円)

4,5273,633

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

6,7915,450

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度1,816千円、平成28年度1,817千円、平成29年度1,817千円 

平成31年度1,341千円

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.７（介護分）】若手介護職員交流促進事業 
【総事業費】 

1,444千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

平成27年度 一般社団法人山形県老人福祉施設協議会 

平成28・29年度 山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の目標
・介護職員等の離職率 11.9％（H25年度） → 10％未満 

・交流会参加者 各年度200名

事業の期間 平成27年4月１日～令和２年3月31日 

事業の内容 介護サービス事業所・施設の若手介護職員が一堂に会し、法人や施設等の

枠を超えた交流（職員同士のネットワークづくり）を図ることにより、モチ

ベーションの向上及び離職防止に資することを目的とする。 

一般社団法人山形県老人福祉施設協議会が主催する「若手介護職員合同交

流会」に対し、補助金を交付する。平成28年度からは委託事業とする。 

平成27年度 

①主催 ：県老人福祉施設協議会 

②共催 ：県社会福祉協議会、県老人保健施設協会、 

     県認知症高齢者グループホーム連絡協議会 等 

③開催日：平成27年5月27日 

④内容 ：Ａ 記念講演  

     Ｂ 介護関係団体からの激励メッセージ 

     Ｃ 交流会（カフェ形式） ※所信表明「将来の夢」等 

平成28年度 

・交流会内容：Ａ 記念講演  

       Ｂ 介護関係団体からの激励メッセージ 

       Ｃ 交流会（カフェ形式）  
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事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

1,444

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

963

民 (千円)

963

都道府県（Ｂ） (千円)

481

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円)

963 

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

1,444

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度666千円、平成28年度778千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

 （小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職場

体験事業 

事業名 【№８（介護分）】介護アシスタント就労支援事業 【総事業費】

7,048千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の目標 介護現場での就労を希望し、研修を受講した高齢者 100名（H28） 

介護現場での就労を希望し、研修を受講した高齢者、主婦及び在日外国人

100名（H29）

事業の期間 平成28年4月1日～平成30年3月31日 

事業の内容 H28 介護現場での就労を希望する高齢者を対象に研修を実施し、介護アシ

スタントとして養成する事業について企画を公募し、優良な提案に対して助

成を行う。 

H29 介護現場での就労を希望する高齢者、主婦及び在日外国人を対象に介

護アシスタントとして就労を前提に研修を実施。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

7,048

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

4,699

民 (千円) 

4,699

都道府県（Ｂ） (千円)

2,349

うち受託事業 

（再掲）（注２）

 (千円)

4,699

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

7,048

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度 3,815千円、平成29年度 3,233千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）参入促進のための研修支援 

 （小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【№９（介護分）】ひとり親介護職参入促進事業 【総事業費】 

4,800千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県 

事業の目標 ひとり親を雇用し、介護職員としての資格取得支援を行う介護事業者 5事

業者（各年度） 

事業の期間 平成28年4月1日～平成30年3月31日 

事業の内容 ひとり親が介護事業所で働くための、住まいや保育の環境を整え、雇用した

後は介護職員として生計を立てるための資格取得支援を行う事業について、

介護事業者から企画を公募し、優良な提案に対して助成を行う。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

4,800

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,200

基
金

国（Ａ）  (千円)

3,200

民 (千円)

都道府県（Ｂ） (千円)

1,600

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

4,800

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度 4,339千円、平成29年度 461千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化 

 （小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 
【№10（介護分）】新たな障がい者就労支援システム構築事業 

【総事業費】 

2,274千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
山形県（山形県老人福祉施設協議会に委託） 

事業の目標 ・総マッチング数 ８人以上 

・各区域マッチング数 ２人以上 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日 

事業の内容 ① 山形県老人福祉施設協議会が仲介役となり、人材不足となっている介護

施設と障がい者福祉施設とのマッチングをモデル的に実施 

② 介護施設における障がい者の人材確保に向けた課題等の整理 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

2,274

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

1,516

民 (千円)

1,516

都道府県（Ｂ） (千円)

758 

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

1,516

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,274

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）参入促進 

 （中項目）地域のマッチング機能強化事業 

 （小項目）多様な介護人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング

      機能強化事業 

事業名 
【No.11（介護分）】福祉人材確保緊急支援事業 

【総事業費】 

16,980千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

平成27年度 山形県、（山形県社会福祉協議会へ委託） 

平成28年度 山形県（山形県社会福祉協議会へ委託） 

事業の目標 ・紹介就職人数 １５５人（平成26年度実績）以上 

・紹介状発行件数 ２１７件（平成26年度実績）以上  

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

事業の内容 山形県福祉人材センターへのキャリア支援専門員２名配置による県内ハロ

ーワーク巡回相談（個別形式・ミニ講座形式（特別講師併用））、施設・事業

所の巡回訪問、講師派遣による事業所内研修 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

   16,980

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

   11,320

民 (千円)

      11,320

都道府県（Ｂ） (千円)

   5,660

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

   11,320

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

   16,980

その他（Ｃ）  (千円)

備考（注３） 平成27年度8,490千円、平成28年度8,490千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.12（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業（実務従事者基礎研修の実施） 

【総事業費】

1,948千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
山形県 

事業の目標 ・実務従事後１年未満の介護支援専門員の実務能力の向上 

・研修修了者数 １２０人

事業の期間 平成２７年４月～平成２７年９月 

事業の内容 実務従事後１年未満の者を対象にケアマネジメントプロセスやケアプラン

作成等の技術修得を中心とした研修等を実施する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

1,948(千円) 基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 187(千円)

基
金

国（Ａ） 915(千円) 民 728(千円)

都道府県（Ｂ） 457(千円) うち受託事業等

（再掲）（注２）

728(千円)計（Ａ＋Ｂ） 1,372(千円)

その他（Ｃ） 576(千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.13（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業（介護支援専門員指導者研修の実

施） 

【総事業費】

366千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
山形県 

事業の目標 ・新たなカリキュラムに基づく適正な法定研修の実施 

・研修修了者数 ３７名

事業の期間
平成２７年４月～平成２７年１１月 

事業の内容 介護支援専門員の法定研修のカリキュラムが平成２８年度より全面的に

見直されることから、適正な研修実施のため、介護支援専門員研修全国指導

者養成研修へ参加した者を講師とし、他の研修講師に対し新たなカリキュラ

ムに基づくガイドラインの伝達研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

366

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

    244

基
金

国（Ａ）  (千円)

244

民 (千円)

都道府県（Ｂ）  (千円)

     122

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

366

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№14（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（介護支援専門

員指導者研修等への派遣） 

【総事業費】

286千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県 

事業の目標 ・介護支援専門員研修講師の資質向上 

・厚生労働省等が実施する各種研修への講師の派遣 ５名（各年度） 

事業の期間 平成28年４月１日～平成30年３月31日 

事業の内容 介護支援専門員の法定研修の講師の質の確保・向上のため、厚生労働省等が

開催する指導者向け研修等に、研修講師を派遣する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

286

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

191

基
金

国（Ａ） (千円)

191

民 (千円)

都道府県（Ｂ） (千円)

95

うち受託事業等

（再掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ） (千円)

286

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度123千円、平成29年度163千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№15（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（専門研

修課程Ⅰ・更新研修の実施） 

【総事業費】 

18,059千円 

11,976千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（山形県介護支援専門員協会、山形県老人福祉施設協議会に委託して

実施） 

事業の目標 ・介護支援専門員の実務従事者を対象に法定研修を実施 

・研修修了者数 ３７０人５２０人

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日令和２年３月３１日

事業の内容  就業後６か月以上、または介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了

する介護支援専門員を対象に法定研修を実施し、専門知識、技能の向上を図

る。 

事業に要す

る費用の額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

18,059 11,976

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

3,834 2,679

民  (千円)

3,834 2,679

都道府県（Ｂ）  (千円)

1,917 1,339

うち受託事業等（再掲）

（注２）

(千円)

3,834 2,679

計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

5,751 4,018

その他（Ｃ）  (千円)

12,308 7,958

備考（注３） 平成28年度2,080千円、平成29年度1,938千円、平成31年度1,733千円

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№16（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（専門研修課程

Ⅱ・更新研修の実施） 

【総事業費】 

25,523千円 

15,089千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（山形県介護支援専門員協会、山形県老人福祉施設協議会に委託して実

施） 

事業の目標 ・介護支援専門員の実務従事者を対象に法定研修を実施 

・研修修了者数 ９１８人１，２５６人

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日令和２年３月３１日

事業の内容  就業後３年以上、または介護支援専門員証の有効期間が１年以内に満了する

介護支援専門員を対象に法定研修を実施し、専門知識、技能の向上を図る。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

25,523 15,089

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

5,971 3,995

民  (千円)

5,971 3,995

都道府県（Ｂ）  (千円)

2,986 1,998

うち受託事業等（再

掲）（注２）

 (千円)

5,971 3,995

計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

8,957 5,993

その他（Ｃ）  (千円)

16,566 9,096

備考（注３） 平成28年度3,112千円、平成29年度2,880千円、平成31年度2,965千円

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№17（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（主任介護支援

専門員の養成） 

【総事業費】 

11,687千円 

6,735千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（山形県介護支援専門員協会、山形県老人福祉施設協議会に委託して実

施） 

事業の目標 ・主任介護支援専門員を養成するための法定研修を実施。 

・研修修了者数 １６０人１７９人

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日令和２年３月３１日

事業の内容 専任の介護支援専門員の実務期間が５年以上の者等を対象に主任介護支援専

門員を養成するための法定研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

11,687 6,735

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

3,178 2,770

民  (千円)

3,178 2,270

都道府県（Ｂ）  (千円)

1,590 1,135

うち受託事業等（再

掲）（注２）

 (千円)

3,178 2,770

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

4,768 3,405

その他（Ｃ）  (千円)

6,919 3,330

備考（注３） 平成28年度2,496千円、平成29年度909千円、平成31年度1,363千円

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 



53 

（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№18（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（主任介護支

援専門員指導者研修会への派遣） 

【総事業費】 

 0千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
山形県 

事業の目標 ・主任介護支援専門員研修講師の資質向上 

・厚生労働省等が実施する各種研修への講師の派遣 ２名 

事業の期間 平成28年４月１日～平成30年３月31日 

事業の内容  主任介護支援専門員の法定研修の講師の質の確保・向上のため、厚生労働省

等が開催する指導者向け研修等に、研修講師を派遣する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

0

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

0

基
金

国（Ａ） (千円)

0

民 (千円)

都道府県（Ｂ） (千円)

0

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ） (千円)

0

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№19（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（主任介護

支援専門員更新研修の実施） 

【総事業費】 

7,563千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（山形県介護支援専門員協会に委託して実施） 

事業の目標 ・主任介護支援専門員として必要な知識及び技術の向上 

・研修修了者数 ３１０人 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容  主任介護支援専門員研修修了証名書の有効期限が概ね２年以内に満了す

る者を対象に、更新のための法定研修を実施する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

  (千円)

7,563

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

2,039

民 (千円)

2,039

都道府県（Ｂ）  (千円)

1,020

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

2,039

計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

3,059

その他（Ｃ）  (千円)

4,504

備考（注３） 平成28年度1,861千円、平成29年度1,198千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№20（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（ケ

アマネジメント相談窓口事業） 

【総事業費】 

2,310千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（山形県介護支援専門員協会に委託して実施） 

事業の目標 ・介護支援専門員等がサービス計画や困難事例等について相談する窓口を

設置し、介護支援専門員等の資質向上を図る。 

・相談件数 １５０件程度（各年度） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 介護支援専門員等が必要な指導・助言を受けることができるよう専門の職

員を配置し、ケアマネジメントや介護保険制度に関する相談対応、支援を

行う。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

2,310

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

1,540

民  (千円)

1,540

都道府県（Ｂ） (千円)

770

うち受託事業等

（再掲）（注２）

 (千円)

1,540

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

2,310

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度1,150千円、平成29年度1,160千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№21（介護分）】介護支援専門員資質向上事業（介護支援専門

員研修向上会議） 

【総事業費】 

367千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県 

事業の目標 ・介護支援専門員の法定研修の適正な実施のため、研修の企画・実施について

評価検討を行う会議を行い、研修の円滑な運営と効果的な実施を図る。 

・会議の実施 年２回（各年度） 

事業の期間 平成２８年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 介護支援専門員の法定研修の適正な実施のため、県担当、研修実施機関、研修

の講師等を構成員とした、研修の評価検討を行う会議を実施。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

367

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

244

基
金

国（Ａ） (千円)

244

民 (千円)

都道府県（Ｂ） (千円)

123

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)計（Ａ＋Ｂ） (千円)

367

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度 218千円、平成29年度 149千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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(1) 事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№22（介護分）】喀痰吸引等指導者養成研修事業 【総事業費】 

1,122千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

平成27年度 山形県 

平成28・29年度 山形県（山形県看護協会に委託して実施）

事業の目標 ・喀痰吸引等を行うことができる介護職員等の数の増加 

・喀痰吸引等を指導できる講師の数 ３０名 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 介護職員等による喀痰吸引等を適切・安全に提供するために、喀痰吸引等

指導者を養成する。具体的には、施設等における不特定多数の者への喀痰吸

引等に携わる介護職員等に実施する研修の講師となる者を養成する研修を

実施する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

   1,122

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

     748

民  (千円)

     748

都道府県（Ｂ）  (千円)

    374

うち受託事業等（再

掲）（注２）

 (千円)

   748

計（Ａ＋Ｂ） 千円)

    1,122

その他（Ｃ）  (千円)

備考（注３） 平成27年度390千円、平成28年度 365千円、平成29年度367千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【№23（介護分）】認知症ケアに携わる人材の育成のための研

修事業 

【総事業費】 

18,740千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

平成27年度 山形県 

平成28・29年度 山形県（一部を（社福）山形県社会福祉協議会、（公社）山

形県看護協会、（社福）山形県社会福祉事業団、国立長寿医療研究センター、

認知症介護研究・研修センターへの委託及び市町村助成事業として実施） 

事業の目標 ・認知症高齢者に関わる医療・介護関係者のスキルアップ 

・認知症対応型サービス事業管理者研修受講者数 

 100名（H27年度） 100名（H28年度） 165名（H29年度） 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修受講者数 

  140名（H27年度） 200名（H28年度） 200名（H29年度） 

・認知症初期集中支援チーム員研修受講者数 

    50名（H27年度）  33名（H28年度） 28名（H29年度） 

・認知症地域支援推進員研修受講者数 

     50名（H27年度）   28名（H28年度） 18名（H29 年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 ○介護サービス事業所の管理者及び従事者に対して、認知症ケアに必要な知識

や技術などを習得させ、認知症高齢者に対する介護サービスの質の向上を図る

ため、下記事業を行う。 

・認知症対応型サービス事業管理者養成事業（H27～H29年度） 

 ・認知症介護基礎研修及び認知症介護指導者フォローアップ研修（H27～H29 

年度） 

 ・認知症対応に関して核となる人材を養成するための専門研修（認知症高齢

者の口腔ケア、BPSD対応、地域支援体制づくり等）（H27～H29年度） 

〇医療従事者に対して、認知症ケアに必要な知識や技術などを習得させ、認知

症高齢者に対する医療サービスの確保のため、下記事業を行う。 

 ・認知症サポート医療養成研修及びかかりつけ医認知症対応向上研修 

 ・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 

 ・歯科医師向け認知症対応力向上研修 
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 ・薬剤師向け認知症対応力向上研修 

 ・看護職員向け認知症対応力向上研修 

〇初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推進員に対して、必要な知識や技

術を習得するための研修を実施する。 

 ・認知症初期集中支援チーム員養成事業（H27～H29年度） 

 ・認知症地域支援推進員養成事業（H27～H29年度） 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

   18,740

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

1,129

基
金

国（Ａ） (千円)

   12,493

民  (千円)

11,364

都道府県（Ｂ）  (千円)

   6,247

うち受託事業等（再掲）

（注２）

 (千円) 

11,364

計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

   18,740

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度4,469千円、平成28年度 6,312千円、平成29年7,959千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上 

事業名 【№24（介護分）】地域包括ケアシステム構築に資する人材育

成・資質向上事業 

【総事業費】 

55,575千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
山形県(一部を（公益）山形県看護協会及びプロポーザル方式による委託)・市

町村 

事業の目標
・地域包括ケアシステム構築に向けた取組を支援し、高齢者のＱＯＬを向上 

（H27～29年度） 

高齢者の自立支援に資する地域ケア会議の開催の普及、地域で暮らす高齢

者の生活支援の担い手の人材養成及び地域資源をコーディネートする地域

包括支援センター職員の資質向上に向けた研修会の開催を通じて、県内の地

域包括ケアシステム構築を促進する。 

・自立支援型ケアマネジメントに資する地域ケア会議開催市町村  

          24市町村（H27年度）、35市町村（H29年度） 

・県内地域包括支援センター向け研修会の開催      ２回（各年度） 

・生活支援等担い手研修会の開催           ４地域（各年度） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 ・自立支援型ケアマネジメントに向けたモデル市町村支援事業(H27～29年度)

・「地域ケア会議」普及事業（H27年度） 

・地域ケア会議調整会議（H28、H29年度） 

・地域ケア会議助言者スキルアップ研修事業（H28、H29年度） 

・地域ケア会議コーディネーター養成研修（H28、H29年度） 

・成果報告会の開催（H28年度） 

・自立支援型ケアマネジメント普及・啓発事業（H27～H29年度） 

・地域包括支援センター職員研修事業（H27～H29年度） 

・生活支援サービスの担い手の養成（H27～H29年度） 

・生活支援コーディネーター養成事業（H27～H29年度） 

・在宅医療介護連携市町村支援事業（H29年度） 
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・訪問看護サービス提供体制整備事業（H29年度）

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

   55,575

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円)

     2,073 

基
金

国（Ａ）  (千円)

    37,050

民  (千円)

     34,977 

都道府県（Ｂ）  (千円)

    18,525

うち受託事業等（再掲）

（注２）

 (千円)

     34,977 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

    55,575

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度10,958千円、平成28年度17,667千円、平成29年度 26,950千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上 

事業名 【№25（介護分）】 

地域包括ケア総合推進センター運営事業 

【総事業費】 

23,416千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

H27年度 山形県、山形県理学療法士会、山形県作業療法士会、山形県言語聴

覚士会、山形県歯科衛生士会、山形県栄養士会、山形県薬剤師会等

H28年度 山形県（山形県社会福祉協議会へ委託） 

事業の目標 ・県内全市町村における地域ケア会議の実施 

・市町村で実施する地域ケア会議への専門職派遣 80回（H27年度） 

                       15市町村（H28年度）  

事業の期間 平成２７年４月１日～平成２９年３月３１日 

事業の内容 要介護、要支援者に対して自立支援につながるケアマネジメントを提供するた

め、市町村単位では確保困難な専門職の派遣を調整するとともに、各種研修を

実施するために山形県地域包括ケア総合推進センターを運営する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

 23,416

基金充当額

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

   15,611

民 (千円)

     15,611

都道府県（Ｂ）  (千円)

    7,805

うち受託事業等（再掲）

（注２）

 (千円)

15,611

計（Ａ＋Ｂ）  (千円)

     23,416

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度 11,932千円  平成28年度 11,484千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

 （小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.26（介護分）】地域リハビリテーション活動等

人材育成事業 

【総事業費】 

7,005千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 
平成27・28年度 山形県、ＮＰＯ団体、 

平成29年度 （プロポーザル方式による委託及び山形薬剤師会、山形歯科衛

生士会、山形県栄養士会、山形県理学療法士会、山形県作業療法士会、山形

県言語聴覚士会への助成事業として実施） 

事業の目標 ・高齢者等の健康寿命の延伸 

・ロコモ予防体操インストラクターによるロコモ予防体操講座の受講者数 

  延べ12,000人（H26年度末） → 延べ24,000人（H27年度末） 

→延べ36,000人（平成28年度末）→延べ45,000人（平成29年度末） 

・ロコモ予防体操インストラクター 

120人(H26年度末) → 240人(H27年度末) →360人(平成28年度末) 

・高齢者等活動拠点へのリハ職等の派遣 

  ０箇所（平成27年度末）→ ５箇所（平成29年度末） 

事業の期間 平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日 

事業の内容 平成27年度 

１ ロコモティブシンドロームの予防の実践活動を通じて、地域住民の介護予

防「インストラクター」を養成する。 

平成28年度 

１ 地域や職場におけるロコモ予防を推進するため、「ロコモ予防インストラ

クター」の養成を行い、ロコモ予防の普及定着を図る 

平成29年度 

１ 住民主体の高齢者の通いの場に対するリハビリ系専門職の派遣及び派遣

元専門職能団体への支援 

２ 各市町村における介護予防教室や各種イベントにおいて、ロコモ予防イ

ンストラクターの活用を図る。 
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事業に要す

る費用の額 

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

 (千円)

   7,005

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

    480

基
金

国（Ａ）  (千円)

     4,670

民 (千円)

     4,190

都道府県（Ｂ）  (千円)

   2,335

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

    4,190

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

   7,005

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成27年度1,059千円、平成28年度1,316千円、平成29年度4,630千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）労働環境・処遇の改善 

 （中項目）勤務環境改善支援 

 （小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【№27（介護分）】介護事業所経営力・魅力向上事業 【総事業費】 

10,003千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の目標 専門家の助言により経営課題の解決に取り組む事業者数 ３０事業者 

事業の期間 
平成28年4月1日～平成29年3月31日 

事業の内容 ① 介護事業所における戦略的経営の意識付けのために、経営者を対象と

した啓発セミナーを開催する。 

② 希望する事業者に専門の経営コンサルタントを派遣し、現状の分析や

事業計画の策定支援、内部研修等を実施する。 

事業に要す

る費用の額 

金

額

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

10,003

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ）  (千円)

6,669

民  (千円) 

6,669 

都道府県（Ｂ） (千円)

3,334 

うち受託事業等（再

掲）（注２）

(千円)

6,669

計（Ａ＋Ｂ） (千円)

10,003

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３）

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 
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（１）事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

 （大項目）資質の向上 

 （中項目）キャリアアップ研修の支援 

 （小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【№28（介護分）】次世代介護リーダー育成事業 【総事業費】 

4,396千円 

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域 

村山区域、最上区域、置賜区域、庄内区域 

事業の実施

主体 

山形県（プロポーザル方式による委託） 

事業の目標 集中講座に参加する中間管理層の介護職員 60名 

事業の期間 平成28年4月1日～平成30年３月31日 

事業の内容 ① 若手の中間管理層や現経営者を対象に、経営参画のための啓発セミナーを

開催する。 

② 中間管理層を対象に、次期管理者候補として必要な知識を取得するための

集中講座を開催する。 

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

(千円)

4,396

基金充当額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円)

基
金

国（Ａ） (千円)

2,930

民  (千円)

2,930

都道府県（Ｂ） (千円)

1,466

うち受託事業等（再

掲）（注２）

 (千円)

2,930

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,396

その他（Ｃ） (千円)

備考（注３） 平成28年度2,204千円、平成29年度2,192千円 

（２）事業の実施状況 

別紙１「事後評価」のとおり 


